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第４次 第５次

2,240,079 2,240,079 2,485,844 2,485,844

1 総
保育に関す
る管理事務

保育に関する管理事
務を適正に行うこと
により安定した保育
の提供を図る。

乳幼児
保護者

義
務

103,719
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 104,254
現状維

持
有り 維持

1
保育に関す
る管理事務

  
非常勤職員の
労働保険手続
き

手続き回数 年１２回 年１２回 430
非常勤職員の
労働保険手続
き

手続き回数 年１２回 425 可
必
要

可
不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある。また社会保険
労務士が活用できな
いか検討する

維持

1
保育に関す
る管理事務

 
非常勤職員へ
の賃金支払い

支払回数 年１２回 年１２回 95,289
非常勤職員へ
の賃金支払い

支払回数 年１２回 94,425 可
必
要

可
不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある。また社会保険
労務士が活用できな
いか検討する

維持

1
保育に関す
る管理事務

非常勤職員の
受付・雇用・
配置事務

非常勤職員の
雇用人数

８５人 可
必
要

可
不
可

無 有り 23
人材派遣の活用を検
討する

予算
なし

1
保育に関す
る管理事務

教育実習生の
受入事務

実習生の受入
人数

８０人 可
必
要

可
不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

予算
なし

1
保育に関す
る管理事務

正規及び非常
勤職員への被
服の貸与事務

貸与回数 年１回 年１回 1,094
正規及び非常
勤職員への被
服の貸与事務

貸与回数 年１回 1,400 可
必
要

可
不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある。また社会保険
労務士が活用できな
いか検討する

維持

1
保育に関す
る管理事務

被服検討委員
会

開催回数 年６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

1
保育に関す
る管理事務

会計監査・厚
生労働省監査
への対応事務

対応回数 年１回 実績なし 0
会計監査・厚
生省監査への
対応事務

対応回数 年１回 4 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

1
保育に関す
る管理事務

保育料納入通
知書作成事務

保育料納入通
知書の作成枚
数

１０，０
００枚

１０，０
００枚

1,241
保育料納入通
知書作成事務

保育料納入通
知書の作成枚
数

１０，０
００枚

1,596 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

1
保育に関す
る管理事務

園庭開放に伴
う損害賠償保
険手続き事務

加入回数 年１回 年１回 72
園庭開放に伴
う損害賠償保
険手続き事務

加入回数 年１回 74 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

1
保育に関す
る管理事務

保育に関する
研修会等の実
施

開催回数 年１２回 年１２回 180
保育に関する
研修会等の実
施

開催回数 年１２回 180 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

1
保育に関す
る管理事務

給食栄養計
算、入所シス
テムリース手
続き事務

契約及び支払
回数

年１２回 年１２回 4,935

給食栄養計
算、入所シス
テムリース手
続き事務

契約及び支払
回数

年１２回 5,609 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

1
保育に関す
る管理事務

保育園共益費
等負担金支払
い事務

支払回数 年１２回 年１２回 478
保育園共益費
等負担金支払
い事務

支払回数 年１２回 489 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

1
保育に関す
る管理事務

家庭保育福祉
員への支払い
事務

支払回数 年２回 実績なし 0
家庭保育福祉
員への支払い
事務

支払回数 年２回 52 可
必
要

可
不
可

無 有り 22

他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある。また社会保険
労務士が活用できな
いか検討する

維持

1
保育に関す
る管理事務

家庭保育福祉
員の募集

募集人数 １０人
不
可

必
要

可
不
可

無 有り 22
チャイルドマイン
ダー協会による斡旋
等検討

増
や
す

1
保育に関す
る管理事務

安全衛生委員
会の開催

開催回数 年１０回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動
事
業
区
分

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

活動量・サービス量の達成状況

実績値

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

活動ごとの
予算額

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

保育課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

保育課
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第４次 第５次

2,240,079 2,240,079 2,485,844 2,485,844
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動
事
業
区
分

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

活動量・サービス量の達成状況

実績値

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

活動ごとの
予算額

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

保育課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

保育課

1
保育に関す
る管理事務

組合との協議 協議回数 年６回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2 総
保育園入園
実施事業

適正な入園決定を行
うことにより児童の
処遇向上を図る

乳幼児
保護者

義
務

適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ  
現状維

持
なし

予算
なし

2
保育園入園
実施事業

保育園入園審
査事務

決定回数 年１２回 年１２回
保育園入園審
査事務

決定回数 年１２回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
保育園入園
実施事業

保育園入園児
の徴収金の決
定事務

決定回数 年１２回 年１２回
保育園入園児
の徴収金の決
定事務

決定回数 年１２回   
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

2
保育園入園
実施事業

審査基準の見
直し事務

策定時期
平成２１
年１０月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3 総
保育料収納
事務事業

民間保育園に収納委
託を行うことにより
滞納額の減少を図る

保護者
義
務

132
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 336 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

現状維
持

有り 維持

3
保育料収納
事務事業

保育料の徴収 徴収率 年９８％
年
97.2％

保育料の徴収 徴収率 年９８％ 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21

差し押さえの方法の
体制の整備・財産の
調査・差し押さえの
文書発送

予算
なし

3
保育料収納
事務事業

収納事務委託 収納事務委託
収納事務
の委託契
約園

民間１４
園

132 収納事務委託
収納事務の委
託契約園

民間１４
園

336 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

可
必
要

済
不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

3
保育料収納
事務事業

現年度未納通
知の発送

発送回数 年３回 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
保育料収納
事務事業

過年度の催告
書の発送

発送回数 年２回 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
保育料収納
事務事業

保育園での納
付相談

相談回数 年３回 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
保育料収納
事務事業

口座振替促進
通知

依頼回数 年３回 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
保育料収納
事務事業

コンビニ収納
の検討

協議回数 年６回 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 22 コンビニ収納の検討
増
や
す

3
保育料収納
事務事業

納税課との連
携

協議回数 年３回 1
保育園入園実
施事業（徴収
率の向上）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
民間保育所
運営補助事
業

運営費を助成するこ
とにより、経営基盤
の安定及び強化並び
に入所児童の処遇向
上を図る。

乳幼児
保護者

政
策

260,765
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 262,880 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

4
民間保育所
運営補助事
業

民間保育所へ
保育士雇用費
等を補助

補助回数 年１２回 年１２回 260,765
民間保育所へ
保育士雇用費
等を補助

補助回数 年１２回 262,880 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持
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2,240,079 2,240,079 2,485,844 2,485,844
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動
事
業
区
分

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

活動量・サービス量の達成状況

実績値

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

活動ごとの
予算額

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

保育課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

保育課

4
民間保育所
運営補助事
業

園長連絡協議
会の開催

開催回数 年１１回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

予算
なし

4
民間保育所
運営補助事
業

待機児童解消
の為の協議

協議回数 年８回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5 総
認定保育施
設補助事業

認定保育を行ってい
る民間保育所に対し
て補助することによ
り、認可保育所の定
員不足等により入所
を余儀なくされてる
児童の処遇向上を図
る。

乳幼児
保護者

政
策

35,129
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 54,982 4
認定保育施設
補助事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

5
認定保育施
設補助事業

入所人数によ
る施設への補
助等

補助施設数
民間５施
設

民間５施
設

35,129
入所人数によ
る施設への補
助等

補助施設数
民間６施
設

54,982 4
認定保育施設
補助事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

増
や
す

5
認定保育施
設補助事業

　 　
認定化のため
の協議書提出

協議書提出回
数

年１回 4
認定保育施設
補助事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

予算
なし

5
認定保育施
設補助事業

立入検査
立入検査の回
数回数

年１回 4
認定保育施設
補助事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

予算
なし

6 総
障害児保育
推進特別強
化対策事業

民間保育所に入所し
ている障害児の、処
遇の向上及び保育に
対して補助を行う。

乳幼児
保護者

政
策

1,398
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 839 未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

6
障害児保育
推進特別強
化対策事業

障害児入所に
対して施設に
補助

補助施設数 民間１園 民間２園 1,398
障害児入所に
対して施設に
補助

補助施設数 民間１園 839 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

増
や
す

7 総
一時保育事
業

緊急・一時的に保育
を必要とする児童の
入所に対して民間保
育所に補助を行う。

乳幼児
保護者

政
策

6,534
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 7,182 3
休日保育・一
時保育・特定
保育事業

未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

7
一時保育事
業

一時保育に対
して施設に補
助

補助施設数 民間６園 民間６園 6,534
一時保育に対
して施設に補
助

補助施設数 民間７園 7,182 3
休日保育・一
時保育・特定
保育事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

増
や
す

8 総
社会福祉法
人施設整備
費補助事業

民間保育所の施設整
備に対して補助する
ことにより、入所児
童の処遇の改善、経
営基盤の安定を図
る。

乳幼児
施設長

政
策

6,473
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 7,000 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

8
社会福祉法
人施設整備
費補助事業

民間保育所及
び児童擁護施
設に対して、
施設整備補助
金支払い事務

補助回数 年１回 年１回 6,473

民間保育所及
び児童擁護施
設に対して、
施設整備補助
金支払い事務

補助回数 年１回 7,000 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

9 総
延長保育促
進事業費補
助事業

延長保育を行ってい
る民間保育所に対し
て補助することによ
り、入所児童の福祉
向上を図る。

乳幼児
保護者

政
策

85,024
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 86,340 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

9
延長保育促
進事業費補
助事業

延長保育に対
して施設へ補
助

補助施設数
民間２０
園

民間２０
園

85,024
延長保育に対
して施設へ補
助

補助施設数
民間２０
園

86,340 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持
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活動
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③
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度）
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予
算
の
方
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性

事業手法

④
継
続
性

保育課

10 総

民間保育所
施設整備借
入償還金補
助事業

当該借入金償還金の
助成を行うことによ
り、社会福祉法人の
経営基盤の安定を図
る。

施設長
政
策

24,240
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 26,002 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

10

民間保育所
施設整備借
入償還金補
助事業

社会福祉法人
への補助

補助施設数 民間６園 民間６園 24,240
社会福祉法人
への補助

補助施設数 民間６園 26,002 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

11 総
届出保育施
設補助事業

認可外保育所に対し
て補助を行うことに
より、児童の保育水
準の向上を図る。

乳幼児
施設長

政
策

2,394
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 5,949 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

11
届出保育施
設補助事業

届出保育施設
に対して補助

補助回数 年１２回 年１２回 2,394
届出保育施設
に対して補助

補助回数 年１２回 5,949 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

11
届出保育施
設補助事業

認定化促進事
業

対象園数 １施設  可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

11
届出保育施
設補助事業

立入検査 対象園数 １８施設 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

予算
なし

12 総
特定保育事
業費補助事
業

週２・３日程度の保
育に欠ける児童を保
育することにより、
児童の処遇改善を図
る。

乳幼児
保護者

政
策

5,184
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 6,318 3
休日保育・一
時保育・特定
保育事業

未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

12
特定保育事
業費補助事
業

社会福祉法人
への補助

補助施設数 民間２園 民間２園 5,184
社会福祉法人
への補助

補助施設数 民間３園 6,318 3
休日保育・一
時保育・特定
保育事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

増
や
す

13 総
休日保育事
業

休日に保育を行うこ
とにより、保護者の
子育てと就労の両立
を支援し、児童福祉
の増進を図る。

乳幼児
保護者

政
策

休日保育事
業

88

事業の目標達成に向
けて、現時点では成
果が出ていないが、
今後成果が見込める

Ｂ 1,167 3
休日保育・一
時保育・特定
保育事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

13
休日保育事
業

支払い事務 実施日数 年６５日 年９日 88 支払い事務 実施日数 年６５日 1,167 3
休日保育・一
時保育・特定
保育事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

増
や
す

13
休日保育事
業

利用者の拡大
保育の実施

登録者数 ５０人 3
休日保育・一
時保育・特定
保育事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 22
保育内容の見直しを
検討する

予算
なし

14 総
民間保育所
等運営事業

民間保育所に対して
補助を行うことによ
り、経営の安定、児
童の処遇向上を図
る。

乳幼児
施設長

義
務

1,465,965
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,566,105
現状維

持
有り 維持

14
民間保育所
等運営事業

家庭保育児童
保育費支払い

支払回数 年１２回 年０回 0
家庭保育児童
保育費支払い

支払回数 年１２回 516 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

14
民間保育所
等運営事業

児童保育委託
運営費支払い

支払施設数
市外保育
園50園

市外保育
園56園

31,200
児童保育委託
運営費支払い

支払施設数
市外保育
園50園

30,762 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

14
民間保育所
等運営事業

保育所入所児
童運営費支払
い

支払施設数
民間１４
園

民間１４
園

1,434,765
保育所入所児
童運営費支払
い

支払施設数
民間１４
園

1,534,827 可
必
要

不
可

不
可

無 有り
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

維持

15 総
公立保育所
に関する検
討

公立保育園の管理運
営について（給食を
含む）

乳幼児
保護者

政
策

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし
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③
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④
継
続
性

保育課

15
公立保育所
に関する検
討

公立あり方検
討会、政策会
議、組合との
調整

対象施設数 公立６園
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
あり方検討会、政策
会議の決定により民
活不可と判断

予算
なし

16 総
保育園業務
管理事業

公立保育園の業務を
管理することによ
り、円滑な運営及び
児童の処遇向上を図
る

乳幼児
保護者

施
管

6,555
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 6,296 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

16
保育園業務
管理事業

公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 公立６園 4,591
公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 2,373 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

16
保育園業務
管理事

支払い手続き 支払施設数 公立６園 公立６園 348 支払い手続き 支払施設数 公立６園 360 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

16
保育園業務
管理事業

公立６園調理
員等検便手数
料支払い

支払施設数 公立６園 公立６園 945
公立６園調理
員等検便手数
料支払い

支払施設数 公立６園 1,312 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

16
保育園業務
管理事業

公立６園掃除
機等購入

支払施設数 公立６園 公立６園 354
公立６園掃除
機等購入

支払施設数 公立６園 1,902 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

16
保育園業務
管理事業

県保育会等負
担金支払い

支払施設数 公立６園 公立６園 317
県保育会等負
担金支払い

支払施設数 公立６園 349 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

17 総
保育園施設
維持管理事
業

公立保育園の業務を
管理することによ
り、円滑な運営及び
児童の処遇向上を図
る。

乳幼児
保護者

施
管

34,298
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 42,574 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

17
保育園施設
維持管理事
業

公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 公立６園 511
公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 350 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

17
保育園施設
維持管理事
業

公立６園プロ
パンガス等支
払い

支払施設数 公立６園 公立６園 1,304
公立６園プロ
パンガス等支
払い

支払施設数 公立６園 1,511 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

17
保育園施設
維持管理事
業

公立６園水道
代等支払い

支払施設数 公立６園 公立６園 10,504
公立６園水道
代等支払い

支払施設数 公立６園 10,085 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

17
保育園施設
維持管理事
業

公立６園緊急
修繕

支払施設数 公立６園 公立６園 6,170
公立６園緊急
修繕

支払施設数 公立６園 5,409 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

17
保育園施設
維持管理事
業

公立６園ピア
ノ調律

手数料支払施
設数

公立６園 公立６園 62
公立６園ピア
ノ調律

手数料支払施
設数

公立６園 62 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

17
保育園施設
維持管理事
業

公立６園設備
保守

委託料支払施
設数

公立６園 公立６園 3,554
公立６園設備
保守

委託料支払施
設数

公立６園 4,021 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持
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①
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③
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③
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性

事業手法

④
継
続
性

保育課

17
保育園施設
維持管理事
業

公立６園工事 改修施設数 公立６園 公立６園 12,193 公立６園工事 改修施設数 公立６園 21,136 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

17
保育園施設
維持管理事
業

建物維持管理
点検シート作
成

作成回数 年２回 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
他の業務と併せて再
任用職員の活用可で
ある

予算
なし

18 総
児童指導育
成事業

児童育成のための費
用を支出することに
より、円滑な運営及
び児童の処遇向上を
図る。

乳幼児
保護者

施
管

44,444
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 47,540 5

保育士の軽度
発達障害児へ
の知識習得・
実践

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

18
児童指導育
成事業

公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 公立６園 1,434
公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 2,356 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

18
児童指導育
成事業

公立６園卒園
写真代

支払施設数 公立６園 公立６園 76
公立６園卒園
写真代

支払施設数 公立６園 77 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

18
児童指導育
成事業

公立６園賄材
料費

支払施設数 公立６園 公立６園 42,058
公立６園賄材
料費

支払施設数 公立６園 44,360 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

18
児童指導育
成事業

給食検討会 開催回数
年間１２
回

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

18
児童指導育
成事業

公立６園バス
借り上げ

支払施設数 公立６園 公立６園 259
公立６園バス
借り上げ

支払施設数 公立６園 265 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

18
児童指導育
成事業

公立６園園庭
土砂代

支払施設数 公立６園 公立６園 43
公立６園園庭
土砂代

支払施設数 公立６園 86 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

18
児童指導育
成事業

公立６園備品
購入

支払施設数 公立６園 公立６園 574
公立６園備品
購入

支払施設数 公立６園 396 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

18
児童指導育
成事業

特別支援保育
コーディネー
ターの育成

育成人数 １５人 １３人

特別支援保育
コーディネー
ターの研修・
実践

研修回数
年間１２
回 5

保育士の軽度
発達障害児へ
の知識習得・
実践

不
可

必
要

可
不
可

無 有り 22
民間での研修・講師
派遣の検討

増
や
す

19 総
児童健康管
理事業

児童育成のための費
用を支出することに
より、円滑な運営及
び児童の処遇向上を
図る。

乳幼児
保護者

施
管

2,525
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,535 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

19
児童健康管
理事業

公立６園嘱託
医報酬

支払施設数 公立６園 公立６園 2,375
公立６園嘱託
医報酬

支払施設数 公立６園 2,375 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

19
児童健康管
理事業

児童ぎょう
虫、尿検査委
託

委託料支払施
設数

公立６園 公立６園 150
児童ぎょう
虫、尿検査委
託

委託料支払施
設数

公立６園 160 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

公立保育園に財務会
計を配置して予算作
成から執行にいたる
業務を行う。再任用
も活用可である

維持

20 総
放課後児童
健全育成事
業

保護者が昼間労働等
で家庭にいない小学
校低学年児童を対象
に、放課後等に適切
な遊び及び生活の場
を提供し、健全育成
を図る。

放課後
児童

義
務

放課後児童
健全育成事
業（ハード
事業）

放課後児童
健全育成事
業（ハード
事業）

155,212
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 257,545 2
放課後児童健
全育成事業

拡大 有り
増
や
す
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2,240,079 2,240,079 2,485,844 2,485,844
目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

実施計画

事務事業

実施計画
事業名

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動
事
業
区
分

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

活動量・サービス量の達成状況

実績値

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

活動

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

活動ごとの
予算額

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

保育課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

保育課

20
放課後児童
健全育成事
業

放課後や土曜
日等に適切な
遊び及び生活
の場を提供す
る児童クラブ
の運営

入所児童数 950人 937人 89,939

放課後や土曜
日等に適切な
遊び及び生活
の場を提供す
る児童クラブ
の運営

入所児童数 950人 182,162 可
必
要

済 済 無 有り 22

公設施設の点検修繕
等の管理、委託料等
の支払い事務の一
部、児童クラブへの
連絡調整について再
任用職員等活用が可
能である。

増
や
す

20
放課後児童
健全育成事
業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
放課後児童
健全育成事
業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
放課後児童
健全育成事
業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
放課後児童
健全育成事
業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

20
放課後児童
健全育成事
業

放課後児童健
全育成事業を
実施する施設
の公設化

公設施設数 2箇所 2箇所 65,273

放課後児童健
全育成事業を
実施する施設
の公設化事務

公設施設数 3箇所 75,383 2
放課後児童健
全育成事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

公設施設の点検修繕
等の管理、委託料等
の支払い事務の一
部、児童クラブへの
連絡調整について再
任用職員等活用が可
能である。

増
や
す

20
放課後児童
健全育成事
業

公設施設の指
定管理者指定

指定管理者指
定施設数

2箇所 2箇所
公設施設の指
定管理者指定
事務

指定管理者指
定施設数

6箇所 2
放課後児童健
全育成事業

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

公設施設の点検修繕
等の管理、委託料等
の支払い事務の一
部、児童クラブへの
連絡調整について再
任用職員等活用が可
能である。

予算
なし

21 総
放課後子ど
もプランの
推進

平成１９年度に国の
「放課後子どもプラ
ン」が創設されたた
め、庁内で連携を図
り、事業を推進しま
す。

放課後
児童

政
策

目標とする回数の会
議が開催され、成果
が出ている。

Ａ 6
放課後子ども
プランの推進

未 高 高 高
現状維

持
有り

予算
なし

21
放課後子ど
もプランの
推進

プラン推進の
ため庁内で連
絡調整を目的
とした打ち合
わせの開催

開催回数 年４回 年４回

プラン推進の
ため庁内で連
絡調整を目的
とした打ち合
わせの開催

開催回数 年４回 6
放課後子ども
プランの推進

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

打ち合わせのための
資料作成、打ち合わ
せ後の資料整理等に
ついて再任用職員等
の活用が可能であ
る。

予算
なし


